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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の透明性を高め、公正な企業活動を実施して、企業価値、株主価値を継続的

に維持向上させていくことであると認識しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則4-8. 独立社外取締役の有効な活用】

当社は、独立社外取締役を2名選任しており、取締役会における独立した中立な立場での意見を踏まえた議論を可能にしています。なお、独立社
外取締役の構成比率につきましては、ガバナンス体制の更なる強化を踏まえ検討してまいります。

【補充原則4-10-1】

当社は、独立した指名委員会や報酬委員会を設置しておりませんが、経営陣幹部・取締役の氏名・報酬等、重要な事項に関する検討を行う場合、
独立社外取締役および社外監査役がそれぞれの専門性と経験を活かして、意見や助言を述べる等、取締役会の管理監督機能の強化に努めて
おります。指名委員会・報酬委員会の設置につきましては、引き続き検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4．政策保有株式】

当社グループの中長期的な発展に必要と認められる場合に、政策保有を行う可能性があります。取引関係の強化によって得られる当社グループ
の利益と投資額等を総合的に勘案し、その投資可否を判断します。また、保有する株式は、必要最小限に留めます。政策保有先の中長期的な企
業価値向上の観点から、当該企業の経営状況も勘案し、議案ごとの賛否を適切に判断した上で議決権を行使します。

【原則1-7．関連当事者間の取引】

当社は、取締役及び取締役が実質的に支配する法人との競合取引及び利益相反取引は、取締役会での審議・決議を要することとしています。ま
た、取引条件及び取引条件の決定方針等については、定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項や有価証券報告書等で開示
しています。

【補充原則2-4-1】

当社グループでは企業の持続的な発展には、社員は欠かせない経営資源と捉え、性別・国籍・年齢などに関係なく、多様な経験・価値観を持った
人材が能力を最大限に発揮し、成長・活躍できる環境づくりが重要と考え、多様性の確保に向けた取り組みを行っております。

女性活躍推進においてはダイバーシティを推進するうえで必要不可欠な取り組みであると認識しております。当社は女性活躍推進行動計画に基
づき取り組んでおり、管理職における女性の割合を10％以上、女性社員の育児休業取得率85％以上を維持するとともに、男性社員の育児休業取
得率7％以上を目指す取り組みを行っております。

　外国籍人材に関しては、多様なお客様の店頭での対応強化のため外国籍社員の採用に取り組んでおります。採用基準は設けず、国籍を問わな
い採用を重視しており、キャリアステップを通じて適材適所に合わせ管理職を複数登用しております。

　キャリア人材については、強化が必要な事業や職種に対して採用を行っており、現在中核人材として管理職にて活躍する人材も増えております
。即戦力人材はもちろんのこと、新規事業等の専門性の高い人材も登用し、社内人材の多様化を図っております。

人権への取組と人権方針

（https://yamada-holdings.jp/csr/csr405.html）

（https://yamada-holdings.jp/info/human-rights.html)

【原則2-6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、安全かつ効率的な資産運用を旨とし、中長期的観点から運用基本方針に基づき、資産運用を行っています。

委託先は、日本版スチュワードシップコードの受け入れを表明している運用機関のみとし、資産の運用状況や利益相反の管理等について、担当
部門で定期的にモニタリングする体制としております。担当部門に必要な資質を備えた人材を配置し、また関連部門の取締役により、資産運用に
関する意思決定を行っています。

【原則3-1．情報開示の充実】

(1)当社は、ホームページやヤマダホールディングスグループ統合報告書等を通じ、経営理念及びビジネスモデル、CSR倫理要綱やＳＤＧｓ達成に
向けた重要課題、ＥＳＧへの取り組み等、様々な情報を発信しています。

(2)当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の透明性を高め、公正な企業活動を実施して、企業価値、株主価値を継続
的に維持向上させていくことであると認識しています。なお、本内容は、コーポレート・ガバナンスに関する報告書「I-1．基本的な考え方」に開示して



います。

(3)取締役及び監査役の報酬等の決定に関する方針を有価証券報告書及びコーポレート・ガバナンスに関する報告書、株主総会招集通知等に開
示しています。

(4)経営陣幹部の選解任及び取締役・監査役候補の指名を行うにあたっての方針・手続きについては、経営理念の実践、経営幹部に必要とされる
各条件、貢献、経験、個別能力等を踏まえ、会社の発展のみならず当社が属する家電流通業界全体の発展につがなることも重要であるという認
識のもと総合的に判断し指名を行っています。

(5)当社の取締役候補者及び監査役候補者の選解任及び指名の説明については、株主総会招集通知に個々の略歴、任期満了による退任等を記
載しており、社外取締役候補者及び社外監査役候補者については、個々の選任理由も記載しております。

【補充原則3-1-3】

（1）サステナビリティについての取組み

当社では、ＥＳＧに対する取り組みを重要な経営課題として認識しています。またＳＤＧｓ、パリ協定等において解決すべき多くの課題があげられて
いるように、現在地球環境は深刻な危機に直面しており、気候変動への具体的な対策は当社にとって喫緊の課題です。当社は、これまで温室効
果ガス（ＧＨＧ）の削減や廃棄物の削減・再資源化など継続的に取り組みを進めてきました。2019年には経営において優先して取り組むべきＳＤＧｓ
重要課題を特定しました。

2021年からは「ＥＳＧ・サステナビリティ推進委員会」を新たに設置してガバナンス体制を強化すると共に、環境分科会を含む4つの分科会が中心と
なり、サステナビリティの課題に対して、目標を設定、具体的な実行方針を策定して取り組みを進めています。

また、今後の気候変動関連情報の拡充を見据え、Scope1、2、3におけるCO2排出量の現状分析と目標設定を行うプロジェクトチームを発足しまし
た。気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析の実施を計画し、2021年3月にＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）による提言に賛同
しました。同提言への賛同表明を機に、気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響について、適切な開示を行
うべく準備を進めておりす。

その他、「人事委員会」では人権課題やジェンダー差別解消、「開発・改装委員会」では、サステナブルな店舗づくりに向けた取り組み事項について
、情報共有・連携を図る体制を構築しています。

なお、サステナビリティに関する取組みについては「ヤマダホールディングスグループ統合報告書」及び「当社企業サイト」により開示しています。

サステナビリティに関する推進体制

（https://yamada-holdings.jp/csr/csr103.html）

（2）人的資本への投資

当社では、企業の持続的な発展には、社員は欠かせない経営資源と捉え、ＳＤＧｓ重要課題のひとつとして、「社員の成長と労働環境の改善」を掲
げております。性別・国籍・年齢などに関係なく、多様な経験・価値観を持った人材が能力を最大限に発揮し、成長・活躍できる環境づくりに努めて
います。人材の確保、育成、人事評価を通じた社員の能力開発・向上を図り、多様性、個性を尊重した健康で働きやすく、安心・安全な労働環境の
確保に積極的に取り組んでいます。

なお、取り組み状況につきましては「ヤマダホールディングスグループ統合報告書」や「当社企業サイト」にて開示しております。

人権への取組と人権方針

（https://yamada-holdings.jp/csr/csr405.html）

（https://yamada-holdings.jp/info/human-rights.html)

【補充原則4-1-1】

当社は、取締役会の意思決定の範囲として、法令及び定款に定められた事項のほか、重要な意思決定の項目は、「取締役会規程」を設けて運用
しています。また、「取締役会規程」に記載する事項以外の業務執行の意思決定に関しましては、「職務分掌並びに職務権限規程」に基づき経営
陣が執行できる範囲を明確にしています。

【原則4-9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、経験や専門性等を踏まえ、会社法や東京証券取引所が定める基準を満たす候補者を選定しています。

【補充原則4-11-1】

当社は、取締役及び監査役候補の指名を行うに当たっては、経営理念の実践、経営幹部に必要とされる各条件、貢献、経験、個別能力等を踏ま
え、会社の発展のみならず当社が属する家電流通業界全体の発展につながることも重要であるという認識のもと、総合的に判断し指名の手続き
を行っています。また、社外役員に関しては、東京証券取引所の定める独立性の要件に従い選定しています。当社の取締役候補者及び監査役候
補者の選任及び指名の説明については、株主総会招集通知及び有価証券報告書に個々の略歴を記載しており、また、社外取締役候補者及び社
外監査役候補者については、個々の選任理由も記載しております。

【補充原則4-11-2】

社外取締役及び社外監査役をはじめ取締役・監査役の他社での重要な兼職状況を、株主総会招集通知、有価証券報告書等において毎年開示し
ています。

【補充原則4-11-3】

当社は、毎年、各取締役が事業計画の進捗確認による自己評価を行い、社外取締役・監査役の見解を踏まえ、取締役会全体の実効性に関する
分析・評価を行っています。

【補充原則4-14-2】

当社は、取締役及び監査役のトレーニングについては、自らの役割を十分に果たすべく、適宜、各種セミナー、勉強会、異業種交流会等に参加し
、必要な知識の習得や自己啓発、研鑽に努めることを推奨しています。また、専門家や外部アドバイザー等からの情報提供や意見交換による研
鑽にも努めています。

【原則5-1．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、IR担当部署として経営企画室を設置し、経営企画室長がIR担当責任者として管掌及び職務を執行しています。株主及び投資家に対して
は、年2回の決算説明会、年1回の個人投資家向け説明会、スモールグループミーティングや個別ミーティングを逐次実施しています。また、当社
の株主構成を踏まえた海外IR及び国内外投資家との電話会議についても実施しています。これらIRに関する活動状況については、コーポレート・
ガバナンスに関する報告書やヤマダホールディングスグループ統合報告書にて開示しています。

【補充原則5-1-1】



当社は、決算説明会等につきましては、代表取締役及び経営企画室長並びに経営企画室のIR担当者にて行っています。また、株主との対話（面
談）については、経営企画室長及び経営企画室のIR担当者が行うことを基本としておりますが、株主の希望に応じて、取締役（社外取締役含む）
や経営幹部が直接対話を行う機会を設定しております。

【補充原則5-1-2】

（1）当社は、IR担当部署として経営企画室を設置し、経営企画室長がIR担当責任者として管掌及び職務を執行しています。

（2）対話を補助する各部の有機的な連携の為、経営企画室長及びIR担当者は、各会議の主催並びに他部署主催の会議へ出席し連携を図ってい
ます。

（3）当社は、個人投資家向けに年1回の説明会の開催、アナリスト・機関投資家向けに年2回の決算説明会を開催し、それぞれ代表取締役、経営
企画室長が出席し説明を行っています。その他、スモールグループミーティングの開催、証券会社主催のカンファレンスへの参加も積極的に行っ
ています。また、当社の株主構成を踏まえ、海外IRや国内外投資家との電話会議についても実施しています。

（4）IR活動により得られた様々な情報は、代表取締役及び各担当取締役へのフィードバックを行うとともに、その内容に応じて取締役会へ報告し、
情報共有を図っています。

（5）当社は、内部情報管理および内部者取引管理規程に従い、厳重な管理を行っています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 77,882,500 9.32

株式会社テックプランニング 65,327,300 7.81

山田　昇 28,924,520 3.46

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 25,282,212 3.02

ソフトバンク株式会社 24,200,000 2.89

STATE　STREET　BANK　WEST　CLIENT-TREATY　505234 18,493,942 2.21

株式会社群馬銀行 17,410,000 2.08

新生信託銀行株式会社ＥＣＭ　ＭＦ信託口8299001 14,000,000 1.67

STATE　STREET　BANK　AND　TRUST　COMPANY　505103 12,590,519 1.51

株式会社日本カストディ銀行（信託口７） 9,785,800 1.17

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

1.グループ経営に関する考え方及び方針

当社は、家電販売を中心に家具・インテリア、リフォーム、住宅関連、環境等の「住」に関するビジネスを「暮らしまるごと」のコンセプトでつながり力
を発揮する「つながる経営」を基本的な考え方としており、各社が独自で企業価値向上を図り、さらにつながる経営でグループシナジーを発揮し、
グループ全体として企業価値の向上を目指しております。

2.上場子会社を有する意義及びガバナンス実効性確保

当社は、株式会社ヒノキヤグループ、株式会社日本アクアの2社を上場子会社として有しております。

当社は、上場子会社が上場を維持する意義として、優秀な人材を確保しやすいこと、ブランド維持、取引先からの信用確保及び受注拡大効果、従
業員のモチベーション向上等のメリットがあると考えており、現在の企業文化や経営の自主性を維持することが当社グループの価値向上に向けて
適切であると考えております。

また、当社は、上場子会社のガバナンス体制の構築及び運用については、各上場子会社が独立社外役員の選任等を通じて主体的に対応してお
り、親会社の不適切な介入により少数株主の利益を毀損しないよう、各社の独立性を尊重しております。

一方で当社は、「事業会社管理規約」及び「事業会社との取引条件等に関する規約」に基づき、必要に応じて報告会を開催し、子会社の企業価値
向上に向けて助言・支援を行っており、ガバナンス体制を維持しつつグループシナジーの創出・拡大に努めております。

なお、当社は、上場子会社との資本関係について、当社グループの経営資源の活用や当社及び当社グループ会社とのシナジー効果等を基に経
営会議にて毎年議論し、保有方針を決定しており、継続して最適な協業の在り方を検討してまいります。

【株式会社ヒノキヤグループ】

同社は、住宅事業・不動産投資事業・断熱材事業・リフォーム事業・介護保育事業を主な事業として営むとともに、住宅に関わる包括的な事業活
動を展開しており、当社グループの住建事業を担う子会社です。また、上場会社である、株式会社日本アクアの親会社でもあります。なお、同社と
の連携を強化しシナジーを追求する一方、当社は同社との間で、互いの経済合理性を追求することを前提とした取引関係を構築しております。

【株式会社日本アクア】

同社は、建築断熱用硬質ウレタンフォーム「アクアフォーム」の販売・施工や住宅省エネルギー関連部材の開発・製造・販売を行っております。なお
、同社との連携を強化しシナジーを追求する一方、当社は同社との間で、互いの経済合理性を追求することを前提とした取引関係を構築しており
ます。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 11 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k



得平　司 他の会社の出身者

光成　美樹 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

得平　司 ○

株式会社クロスの代表取締役及び有限会
社フィックの代表取締役であります。当社
と兼職先との間には特別の関係はありま
せん。

長年にわたる流通業界指導者としての豊富な
経験に基づき、当社の経営に対して有益なご
意見やご指摘をいただけるものと判断し選任し
ております。

光成　美樹 ○

株式会社ＦＩＮＥＶの代表取締役、株式会
社船井総研ホールディングスの社外取締
役及び公益財団法人日本適合性認定協
会の理事であります。当社は、株式会社Ｆ
ＩＮＥＶから、当社のＣＳＲ、ＥＳＧ及びＳＤＧ
ｓ等に関するコンサルティング業務の取引
関係がありますが、同社との取引規模は
当社連結売上高0.00002％未満とごくわず
かであることから、特別の利害関係を生じ
させる重要性はないものと考えております
。なお、当社と株式会社船井総研ホール
ディングス及び公益財団法人日本適合性
認定協会との間には特別の関係はありま
せん。

企業のＥＳＧ経営や不動産の環境問題、国内
外の環境規制に関する専門知識があり、企業
に対して環境ビジネスやリスク管理に関する調
査やコンサルティング活動を行っており、取締
役会の多様性及び当社グループのＥＳＧを推
進するために適任と判断し選任しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役４名（うち社外監査役２名）で構成されています。取締役会はもとよりその他各種委員会に出席し、取締役の業務執行についての監査を行
っています。また、監査の実施にあたり、監査室及び監査法人と都度情報交換するなど、連携することができ、常勤監査役及びその指定する者は
取締役会をはじめ業務執行が付議される会議に出席し、その場において意見を述べ、または説明を求めることができることとなっております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

高橋　正光 税理士

飯村　北 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

高橋　正光 ○

かなた税理士法人（2021年1月にひかり税
理士法人より商号変更）の代表社員及び
有限会社高橋税務経営事務所の代表取
締役であります。当社と兼職先との間には
特別の関係はありません。

主に税理士の見地から、取締役会の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための助言・提言
、また、当社の経理システム並びに内部監査に
ついてご意見やご指摘をいただけるものと判断
し選任しております。

飯村　北 ○

ITN法律事務所の代表弁護士であります。
当社は、同氏より必要に応じて法律上の
アドバイス等を受けておりますが、その年
間取引規模は当社連結売上高の0.001％
未満とごくわずかであることから、特別の
利害関係を生じさせる重要性はないもの
と考えております。また、同氏はマルハニ
チロ株式会社の社外取締役、古河電池株
式会社の社外取締役及び株式会社三陽
商会の社外監査役であります。当社とマ
ルハニチロ株式会社、古河電池株式会社
及び株式会社三陽商会との間には特別
の関係はありません。

弁護士としての公正・中立な立場から、豊富な
経験と優れた見識に基づき、異なる観点から経
営に関するご意見をいただくことにより、当社の
コーポレート・ガバナンス及び経営に貢献いた
だけるものと判断し選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定しております。



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

取締役の中長期的な業績向上と企業価値の持続的な向上、株主の皆様との一層の価値共有を目的として、取締役に対して譲渡制限付株式報酬
と株式報酬型ストックオプションを付与するものです。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

取締役の中長期的な業績向上と企業価値向上に対する貢献意欲を一層高めることを目的として、取締役に対して株式報酬型ストックオプション

（新株予約権）を発行するものです。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2020年4月1日から2021年3月31日までの事業年度における対象となる取締役の数は16名（社外取締役及び期間内退任者を含む）、その報酬等の
総額は、705百万円です。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役及び監査役の報酬は、株主総会で承認された各報酬総額の範囲内で、取締役報酬については取締役会の決議により、監査役の
報酬は、監査役会の協議により決定しております。

社内取締役の報酬は、役位ごとの基本報酬を基に、会社業績及び個人業績を反映させた固定報酬、中長期インセンティブとしての譲渡制限付株
式の付与のための報酬及び株式報酬型ストックオプションとしての新株予約権に関する報酬で構成しております。また、社外取締役及び監査役の
報酬は、経営への監督機能を有効に機能させるため、固定報酬のみとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役（社外監査役）の支援体制として、社外取締役（社外監査役）が必要な情報を適宜入手できるよう、人事総務本部を窓口として、必要と
なる情報収集を行うとともに、収集した情報に不足がある場合は、担当取締役や関連する部門へ説明し、必要とする情報や資料の提供を求め、要
請を受けた部門は、適宜情報や資料を提供しています。その他、社外取締役（社外監査役）の専門性を活かし、取締役会以外の各種委員会や会
議等にも参加し、その場で意見を述べ、または説明を求めることができることとなっています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）



当社は、監査役会制度を採用しており、取締役会と監査役会により業務執行の監督及び監視を行っております。「経営の意思決定と監督機能」と「
業務執行機能」を明確に分離し、経営環境の変化にスピーディーに対応できるよう、各執行役員による業務執行体制を導入し、代表取締役会長兼
社長ＣＥＯと代表取締役兼執行役員を経営責任者とする組織のもと、各事業部門並びに各種委員会・分科会を開催し、各執行役員が担当の業務
執行に専任し、経営に対する責任を明確にする体制をとっております。また、コンプライアンス委員会及び監査室、リスク管理委員会に加え、ESG・
サステナビリティ推進委員会を設置し、企業の社会的責任について具体化したＣＳＲ倫理綱領・行動規範を策定し、取締役会での承認を得て企業
の持つ社会的責任の意義を十分認識し、グループ内外に向け啓蒙活動を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

現状の体制を採用している理由は、当社のコーポレート・ガバナンスに関する「経営の透明性を高め、公正な企業活動を実施して、企業価値、株
主価値を継続的に維持向上させていく」という基本的な考え方を具現化することができると考えているためであります。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2021年3月期の第44回定時株主総会の招集通知については、2021年5月28日に発送いた
しました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を行っております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家の皆様につきましては、株式会社ICJが運営する議決権プラットフォームをご
利用いただくことが可能です。

招集通知（要約）の英文での提供
外国人投資家の持株比率が高いことから英文招集通知の作成を行っております。和文の
招集通知と同時に発送しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
年１回、主要都市にて個人投資家向け説明会を開催しております。多数の投
資家様にお集まりいただいております。今後も継続した開催を予定しておりま
す。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期累計期間決算発表後及び期末決算発表後、代表取締役が参加し
てのアナリスト・機関投資家向けの説明会を開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報、適時開示情報、その他のIRやPRに関する情報、会社概要、ＥＳＧ関
連情報等については、ホームページへ掲載、更新しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
IR担当部署として経営企画室を設置し、経営企画室長がIR責任者として管掌
及び職務を執行しております。

その他
スモールグループミーティング、国内外の投資家・機関投資家等との個別ミー
ティング、電話会議、海外IR等を行っております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、企業市民としての社会的責任を果たし、継続的に企業価値を高めるため
に、グループ全体でのＥＳＧ推進体制を再構築（ＣＳＲ委員会からヤマダホールディングス
代表取締役を委員長とするＥＳＧ・サステナビリティ推進委員会へ改編）し、各事業セグメン
トの成長による「継続的な企業価値向上」と社会課題の解決へ寄与することでの「持続可
能な社会の実現」を両立するＥＳＧ経営を実践してまいります。また、サステナビリティ（持
続可能性）の推進につきましては、2019年12月16日に公表した「ＳＤＧｓ達成に向けた重要
課題」に設定した３つのテーマ“①快適な住空間の提供と社会システムの確立、②社員の
成長と労働環境の改善、③循環型社会の構築と地球環境の保全”への取り組みを強化す
ることで、持続可能な社会の実現を目指してまいります。ESG活動内容の詳細については
、ヤマダホールディングスグループ統合報告書や当社企業サイトの「月次CSR報告」等へ
継続して掲載しております。

その他

ヤマダホールディングスグループでは、企業の持続的な発展には、社員は欠かせない経
営資源と捉え、性別・国籍・年齢などに関係なく、多様な経験・価値観を持った人材が能力
を最大限に発揮し、成長・活躍できる環境づくりに努めています。人材の確保、育成、人事
評価を通じた社員の能力開発・向上を図り、多様性、個性を尊重した健康で働きやすく、安
心・安全な労働環境の確保に積極的に取り組んでいます。これらの取り組みに関する情報
については、当社ホームページやヤマダホールディングスグループ統合報告書等で開示し
ております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社の業務の適正を確保するための体制（内部統制）を整備しております。

１．取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）コンプライアンス委員会

コンプライアンス担当取締役は、コンプライアンス委員会を組織し、企業の倫理方針、法令等遵守の基本方針及び遵守基準（コンプライアンス規程
）を策定し、これに基づき取締役及び使用人が法令・定款及び当会社の就業規則等を遵守した行動をとるための行動規範を定める。

また、その徹底を図るため、同委員会を中心に、取締役及び使用人に教育等を行う。これらの活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告さ
れるものとする。

（２）ESG・サステナビリティ推進委員会の設置

企業の持つ社会的責任の意義を十分認識し、経営方針としてＥＳＧ及びサステナビリティ経営を実践するため、ＥＳＧ・サステナビリティ推進委員会
を設置し、行動規範・ＣＳＲ倫理綱領を基に、コンプライアンス、労働、顧客満足、地域社会、資源循環及び環境問題等に対し取り取みを進め、各
分科会にて進行状況の確認を行う。

（３）内部通報制度

公益通報者保護規程を定め、取締役及び使用人の職務執行について、法令上疑義のある事実を知った者が、その役職を問わず、同規程に従い
、内部通報受付機関に直接通報を行うことのできる体制を整備する。コンプライアンス委員会は、内部通報制度の存在の周知に努める。

（４）監査室

監査室は業務執行部門から独立し、各部署の適法性内部監査、ＩＳＭＳ監査、情報システム監査、情報セキュリティー監査、個人情報保護監査等
を行い、各部門の業務プロセス等を監査し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努める。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）情報保存管理責任者

取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、総務担当の取締役を責任者として、文書管理・取扱規程に従い、次の各号に定める文書（
電磁的記録を含むものとする。）を関連資料と共に保存する。

a．株主総会議事録

b．取締役会議事録

c．計算書類

d．稟議書

e．各委員会議事録　

f．その他文書管理・取扱規程に定める文書

（２）文書管理・取扱規程の改定

文書管理・取扱規程を改定する場合には、取締役会の承認を得るものとする。

（３）個人情報保護及び営業秘密管理に関連する規程を整備し、個人情報及び重要な営業秘密を適切かつ安全に保存、管理する。

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制

（１）リスク管理基本規程

リスク管理担当取締役は、リスク管理委員会を組織し、リスク管理基本規程の策定にあたる。同規程においてリスクを類型化し、具体的なリスク管
理体制を整える。

（２）災害時の危機管理体制

リスク管理担当取締役は、災害対処対策マニュアルを作成し、これに従って危機管理体制を整備する。リスク管理担当取締役は、同マニュアルの
周知に努め、災害対策についての教育を行う。

４．取締役の職務に効率性の確保が図られるための体制

取締役会（又は代表取締役）は、取締役の職務分担や各部門の職務分掌・権限の付与を決定するにあたっては、間接部門の肥大化、管理部門の
重複、権限の錯綜等、著しく効率性を害するものとならないよう留意して決定する。

５．当会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当会社の取締役がそれぞれ主管する子会社の経営及び業績を管理するとともに、業務の適正を確保する体制を構築する。



（２）子会社の業務執行は、事業会社基本規約及び各子会社における社内規程に従うものとし、規約・規程については随時見直しを行う。

（３）子会社の業績・予算管理を適正化するため、セグメント事業会社ごとに毎月分科会を開催して中期経営計画及び年次予算計画に基づき子会
社全体の業績・予算管理を実施し、重要な子会社との間では、さらに適宜分科会を実施する。

（４）監査室は、必要と認めるときは、子会社の業務に関する監査を実施することができる。

６．子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当会社への報告に関する体制

（１）子会社の経営の自主性を尊重しつつ、事業会社基本規約により報告の手続、内容を定め、報告事項に対し適切な指導・助言を行う。

（２）執行役員会又は事業セグメントごとに毎月実施される分科会において経営状況及び財務状況について報告を受け、子会社業務の適正を確
保する。

７．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当会社のリスク管理基本規程を子会社に周知・徹底する。

（２）全子会社から、コンプライアンス状況確認表等により毎週リスク管理・コンプライアンス状況の報告を受ける。

（３）各子会社は、リスク管理の基本方針を定める。

（４）当会社の取締役は主管する子会社から損失の危険に関する報告を受けた場合、事実関係を調査の上、リスク管理担当取締役にこれを報告
する。

８．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当会社取締役会は、子会社を含めた中期経営計画及び中長期経営戦略を策定し、それに基づく主要経営目標の設定やその進捗について子
会社と連携を図る。

（２）子会社の決裁事項について、事業会社基本規約に事項別手続を定め、意思決定の効率化を図る。

９．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）毎週コンプライアンス状況確認表により子会社の状況を確認し、必要に応じてコンプライアンス委員会に報告する。

（２）法令・定款違反等を未然に防止する体制として、当会社の内部通報制度を共有する。また、法令・定款違反等に基づく懲戒処分の状況につい
ては報告を受ける。

（３）子会社の監査役と連携して取締役及び使用人の職務の執行の適正性を監査するために、当会社の取締役及び監査役又は使用人が子会社
の監査役を兼務する場合がある。

１０．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性
に関する事項

（１）補助使用人の配置　

取締役は、監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は、監査役と協議の上、必要な組織改定並びに人事異動を行う
。

（２）補助使用人の職務

補助使用人は、監査役付の発令を受け、指揮命令に従い監査役業務の補助及び監査役会運営の補助を行う。

（３）補助使用人の独立性

a．補助使用人は、監査役からの指揮命令の下で、取締役以下補助使用人の属する組織の上長等の指揮命令を受けない。

b．業務遂行にあたっては監査上必要な情報全てを集約できるものとする。

c．補助使用人の人事異動（異動先を含む）・人事評価・懲戒処分について、監査役の同意を要するものとする。

１１．監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）指揮命令権

監査役は、補助使用人に対し監査業務に必要な事項を命令することができ、補助使用人は当該命令に基づき必要な調査を行う権限を有する。

（２）協力体制

補助使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事するものとする。また、兼務する他部署の上長及び取締役
は、当該業務の遂行にあたって要請があった場合は必要な支援を行う。

１２．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

（１）取締役の報告義務

取締役は、他の取締役又は使用人の業務につき法令に違反する事実、会社に著しく損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、監査役に
対して当該事実を速やかに報告しなければならない。

（２）使用人の報告権

使用人は、取締役又は他の使用人の業務につき法令に違反する事実、会社に著しく損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、監査役に
対して当該事実を報告することができる。

（３）内部通報

内部通報受付機関は、監査役に対し内部通報状況を報告する。

１３．子会社の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員、法第598条第1項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者
及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制

（１）子会社の取締役及び使用人は、子会社に著しい損害を及ぼす事実若しくはそのおそれのある事実又は子会社における法令、定款又は社内
規程に違反する重大な事実等を発見した場合、直ちに当会社の主管取締役に報告する。

（２）子会社の取締役から報告を受けた事項について、当会社の取締役が当会社の監査役に報告するべき事項は、当会社の取締役と監査役との
協議により決定した事項とする。

１４．報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための体制

（１）監査役に対して前項の報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利益な取扱いを受けないものとする。

（２）報告者の異動、人事評価及び懲戒等において、通報の事実を考慮することはできず、報告者は異動、人事評価及び懲戒等の理由の調査を
監査役に依頼できる。

１５．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

（１）予算の提示

監査役会は、職務上必要と認める費用について、予め予算を会社に提示する。



（２）費用等の請求

監査役等がその職務執行について、次に掲げる請求をしたときは、取締役は当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務執行に必要でな
いことを証明した場合を除き、これを拒むことができない。

a．費用の前払いの請求

b．支出をした費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求

c．負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあっては、相当の担保の提供）の請求

１６．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、監査室の実施する年次計画について事前に説明を受け、その修正等を求めることができる。また、内部監査実施状況について適宜報
告を受け、必要があると認めるときは、追加監査の実施、業務改善策等を求めることができる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備体制について

１．反社会的勢力への基本的な考え方

当社はＥＳＧ経営、企業防衛の観点から、社会の秩序、企業の健全な事業活動の脅威となる反社会的な団体・個人との一切の関わりを断絶する
為、「反社会的勢力の対応に関する基本方針」を制定し、断固排除することが企業の社会的責任であると認識し、毅然とした態度で対応いたしま
す。

２．「反社会的勢力の対応に関する基本方針」

（１）当社は反社会的勢力との関係を一切持ちません。

（２）当社は反社会的勢力による被害を防止するために、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的且つ適正
に対応します。

（３）当社は反社会的勢力による不当要求には一切応じず、毅然として法的対応を行います。

（４）当社は反社会的勢力への資金提供や裏取引を行いません。

（５）当社は反社会的勢力の不当要求に対応する役職員の安全を確保します。

３．基本方針に基づく体制の整備

当社は反社会的勢力への対応を統括する部署を総務部庶務・渉外課とし、不当要求防止統括責任者を設置しております。反社会的勢力対応窓
口として店舗からの通報連絡体制を整備するほか、外部専門機関、警察当局との連携や、各部署の不当要求防止責任者の教育・研修を実施い
たします。また、反社会的勢力に関する情報については統括部署が一元管理し、反社会的勢力との取引排除に向けた体制を整備いたします。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

該当事項はございません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【会社情報の適時開示に係る社内体制の状況について】

（1）適時開示体制の整備に向けた取り組み

当社は、株主、投資家、債権者、一般消費者をはじめとするあらゆるステークホルダーの当社に対する理解を深めるため、会社情報の適時適切
な開示に積極的に取り組んでまいります。

（2）適時開示担当組織の状況及び情報管理体制について

経営企画室を会社情報の適時開示に関する情報の集約及び管理、重要性の判断を行う主管部署とし、情報取扱責任者（東京証券取引所へ届け
済の情報取扱責任者）に経営企画室長を任命しております。

また、情報開示に至るまでの内部情報については、内部情報管理および内部者取引管理規程に従い、厳重な管理を行っております。

（3）適時開示手続きについて

当社及び子会社の決定事実、発生事実及び決算に関する情報等の各種情報は、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時
開示等に関する規則（適時開示規則）」及び「会社法」、「金融商品取引法」等に基づき、情報取扱責任者が内容の正確性及び開示の要否につい
て判断し、原則として取締役会の承認をもって開示することとしております。

なお、緊急を要する事実が発生した場合、情報取扱責任者は、適時開示規則等に準じて判定し、代表取締役に報告したうえで速やかな開示を行
うこととしております。

（4）証券取引所への適時開示について

会社情報の開示につきましては、情報取扱責任者が、東京証券取引所の適時開示規則に従い発生後速やかにTDnetシステムを利用し、適時開
示を行ってまいります。



コーポレート・ガバナンス模式図 

 

 
 


